
 

 

ク管理 

こうした流れは今後も続

くのでしょうか。アメリカで

は喫煙の有無や肥満度など

が昇進に影響すると言われ

ています。我が国でそこまで

積極的に評価の対象にする

ことは少ないとは思います

が、「自身の健康管理ができ

ていない」という印象を評価

者に与えるようであれば、関

係ないとも言い切れません。 

また、昨今取り沙汰されて

いる、長時間労働・過重労働

に関連して、これらが喫煙と

セットになった場合、脳・心

臓疾患が重症化したり死亡

率がアップしたりすること

が知られています。喫煙自体

は個人の自由だとしても、そ

れが長時間労働等に絡んで

くると企業の安全配慮義務

が問われるリスクにつなが

るのです。 

よって、「社員の健康管理

＝企業のリスク管理」という

面からも、喫煙の管理は重要

課題となってくるのではな

いでしょうか。 

◆採用時の確認 

なお、星野リゾートでは、現

在喫煙者でも、入社時にタバ

コを断つことを誓約すれば

採用選考に進むことはでき

るそうです。誓約書のような

ものを提出させるのでしょ

うか。喫煙者に何らかのペナ

ルティを与えるにしても、入

社時にきちんと確認する必

要があるでしょう。重要な事

項を確認するときは書類で

残すことが重要です。 

 

精神障害者の雇用を検討

する企業が増加 

◆障害者の法定雇用率が引

上げに 

企業が達成しなければな

らない障害者の法定雇用率

（従業員に占める障害者の

割合）は、一般企業について

は現在「1.8％」ですが、こ

れが平成 25 年 4 月から

「2.0％」へ引き上げられま

す。未達成企業は、不足する

1 人分当たり 5万円を国に納

付しなければなりません。 

また、すでに障害者を雇用

する企業については、障害者

の雇用に関する状況の報告

が毎年 1回必要ですが、その

義務が課される企業規模も

変更されます。現行の労働者

数「56 人以上」から「50 人

以上」となりますので、該当

する企業は注意が必要です。 

◆精神障害者の雇用義務付

けも検討 

また、厚生労働省では「精

神障害者の雇用義務付け」に

ついての議論が行われてい

ます。 

現行の法定雇用率は、身体

障害者と知的障害者だけを

算定の根拠にしていますが、

新たに精神障害者の雇用義務

付けがなされると算定の仕方

が変わり、雇用率が引き上げ

られる可能性もあります。 

◆障害者雇用を経営に生かす 

こうした制度改正への対応

も含めて、障害者を積極的に

雇用し、経営に生かそうとす

る動きも出てきています。現

在、人材紹介会社には求人依

頼が殺到しており、対応の早

い企業では、優秀な技能を持

つ精神障害者を獲得しようと

動き出しています。 

精神障害には様々な種類や

症状の程度があります。「精神

障害者」といっても、接客の

ような仕事には向かないけれ

ども、コンピュータのプログ

ラミング能力が非常に優れて

いるなど、企業が適材適所で

雇用すれば貴重な戦力となる

方も多くいるのが事実です。 

◆社内体制の整備が不可欠 

急速な高齢化の進む中、今後

の雇用戦略を考えるうえで

は、こうした積極的な障害者

雇用も検討してみる必要があ

るようです。ただ、精神障害

者の約 40％が採用後６カ月

未満で退職しているという厚

生労働省の調査結果もありま

す。障害者の採用と労務管理

については、企業の体制整備

が不可欠でしょう。 

 

 

 

入社員の入社後の意識の

変化を読み取ろう！ 
 

ないのは合理的な理由を欠

く」と述べ、不当に低い評価

をして再雇用を拒否したの

は違法だとの判断を示しま

した。 

◆再雇用拒否をめぐる 

労使トラブルの今後 

2013 年４月より改正高年

法が施行されると、一定年齢

以上の者については、従来通

り労使協定等に定める再雇

用基準に照らして継続雇用

の対象とするかどうかを会

社が判断することができま

すが、それ以外の者について

は、原則として、希望者全員

を雇用確保措置の対象とす

ることが義務付けられます。 

今後は、企業が不当に労働

者の継続雇用申入れを拒否

した場合や、再雇用後の雇止

め理由が合理的でない場合

等に、労働者から地位確認お

よび賃金の支払いを求めて

訴訟提起される可能性があ

ると言えます。 

 

喫煙者は採用に不利な時

代に！？ 

◆「喫煙者は採用いたしてお

りません」 

総合リゾート運営会社の

星野リゾートの採用ページ

が話題になっています。社長

メッセージとして、社員の喫

煙が作業効率や施設効率を

低下させ、職場環境を悪化さ

せるものであり、企業の競争

力を弱めることになるので、

喫煙者を採用しない旨を宣

言しています。 

これは、「企業が厳しい競

争環境の中で生き残ってい

こうとしているときに、わざ

わざ組織にとってマイナス

となるような人材は採らな

い」という社長の強いメッセ

ージです。 

◆喫煙率低下の大きな流れ 

「平成 24 年 全国たばこ喫

煙者率調査」（ＪＴ）による

と、平成 24 年の成人喫煙率

は、成人男性は 32.7％で、

ピーク時（昭和 41 年）より

55 ポイントも減少していま

す。成人女性については

10.4％で、ほぼ横ばいだそう

です。タイミングとしては、

タバコの規制を実施しやす

い時期にあるのかもしれま

せん。 

ただ、職場でのタバコを禁

止する・しないのいずれにし

ても会社の姿勢が定まって

いなくては、喫煙する社員、

しない社員双方にとって不

満のタネとなるでしょう。 

◆喫煙の管理＝企業のリス

「定年後再雇用拒否」を

めぐり最高裁で初判断 

◆事件の概要 

定年後再雇用を拒否され

た労働者が会社に対して地

位確認などを求めた訴訟の

上告審判決が 11月 29日、最

高裁（第１小法廷）であり、

継続雇用の基準を満たす労

働者は定年後も雇用の継続

を期待する合理的理由があ

るとして、解雇法理を類推適

用して雇用関係の存続を認

め、会社側の上告を棄却し、

雇用の存続と賃金の支払い

を命じました。 

平成 18 年４月改正による

高年齢者雇用安定法（高年

法）下の再雇用拒否事件で、

初めて最高裁による判断が

示されたことになります。 

◆会社による恣意的な 

再雇用基準の運用は 

認められない 

本件では、労働者側は雇用

の継続を希望したものの、会

社側は仕事ぶりを点数化し

て評価する社内基準を満た

していないとして、61 歳を

迎えた 2009 年１月以降の再

雇用を拒否していました。 

裁判所は、この会社の対応

について、「男性は社内の基

準を満たしており、再雇用し
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